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Ⅰ．新たな森林・林業政策の基本的考え方

１．基本認識

・ 我が国においては、戦後植林した人工林資源が利用可能な

段階に入りつつある。しかしながら、国内の林業は路網整備

や施業の集約化の遅れなどから生産性が低く、材価も低迷す

る中、森林所有者の林業への関心は低下している。また、相

続などにより、自らの所有すら意識しない森林所有者の増加

が懸念され、森林の適正な管理に支障を来すことも危惧され

る状況にある。

・ 一方、世界的な木材需要の増加、資源ナショナリズムの高

まり、為替の動向などを背景として外材輸入の先行きは不透

明さを増している。また、木材を化石資源の代わりに、マテ

リアルやエネルギーとして利用し地球温暖化防止に貢献する

ことや、資材をコンクリートなどから環境にやさしい木材に

転換することにより低炭素社会づくりを進めることなど、木

材利用の拡大に対する期待も高まっている。

・ このような状況を踏まえ、今後１０年間を目途に、路網の

整備、森林施業の集約化及び必要な人材育成を軸として、効

率的かつ安定的な林業経営の基盤づくりを進めるとともに、

木材の安定供給と利用に必要な体制を構築し、我が国の森林

・林業を早急に再生していくための指針となる「森林・林業

再生プラン」を作成する。
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２．３つの基本理念

以下の３つの基本理念の下、木材などの森林資源を最大限

活用し、雇用・環境にも貢献するよう、我が国の社会構造を

コンクリート社会から木の社会へ転換する。

理念１：森林の有する多面的機能の持続的発揮

森林・林業に関わる人材育成を強化するとともに、

森林所有者の林業への関心を呼び戻し、森林の適切な

整備・保全を通じて、国土の保全、水源のかん養、地

球温暖化防止、生物多様性保全、木材生産など森林の

有する多面的機能の持続的発揮を確保する。

理念２：林業・木材産業の地域資源創造型産業

への再生

林業・木材産業を環境をベースとした我が国の成長

戦略の中に位置づけ、木材の安定供給体制を確立する

とともに、川下での加工・流通体制を整備し、山村地

域における雇用への貢献を図る。

理念３：木材利用・エネルギー利用拡大による

森林・林業の低炭素社会への貢献

木材をマテリアルからエネルギーまで多段階に利用

することにより、化石資源の使用削減に貢献し、低炭

素社会の実現に貢献する。また、木材利用の拡大が、

林業・山村の活性化、森林の適切な整備・保全の推進

につながっていくことの国民理解の醸成に取り組む。
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Ⅱ．目指すべき姿

１０年後の木材自給率５０％以上

Ⅲ．検討事項

１．林業経営・技術の高度化

（１）路網・作業システム

（目的）

森林の整備や木材生産の効率化に必要な、路網と林業

機械を組み合わせた作業システムの導入。

（検討事項）

・ 低コストで崩れにくい作業道などを主体とした路網整

備の加速化に向けて必要な、地域の条件に応じた路網作

設技術の確立

・ 先進的な林業機械の導入・改良や効率的な作業システ

ムの構築・普及・定着

（２）日本型フォレスター制度の創設・技術者等育

成体制の整備

（目的）

森林の有する多面的機能の持続的発揮や効率的な林業

経営の推進に必要な技術及び知識を持った人材の育成。

（検討事項）

・ 戦略的・体系的に人材を育成するための「人材育成マ

スタープラン」の作成

・ 「日本型フォレスター」、森林施業プランナー、路網

設計者など森林・林業に係る現場技術者の育成及び活用
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・ 路網作設オペレーターなど現場技能者の育成及び活用

（３）森林組合改革・民間事業体サポート

（目的）

木材の安定供給を通じた森林・林業の再生に向け不可欠

な、担い手の育成や森林施業の集約化などの基盤整備。

（検討事項）

・ 地域の森林管理の主体としての森林組合の役割の明確

化、員外利用の厳格化と経営内容の透明性の確保、民間

事業体の育成

・ 「森林施業プランナー」による提案型集約化施業の推進

２．森林資源の活用

（１）国産材の加工・流通構造

（目的）

森林から産出される木材を最大限に活用するための、国

内の加工・流通構造の改革。

（検討事項）

・ 外材主体の製材工場の国産材への原料転換の促進、質

・量ともに、外材に負けない効率的な加工・流通体制の

整備

・ 大ロット需要先や「梁」、「桁」、「集成材用ラミナ」な

ど従来国産材の利用が少ない用途に対する国産材製品の

供給体制の整備

・ 木材利用の多角化や新たな木質部材開発に向けた研究

・技術開発の推進
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（２）木材利用の拡大

（目的）

地球温暖化防止への貢献やコンクリート社会から木の社

会への転換を実現するための木材利用の拡大。

（検討事項）

・ 地域材住宅の推進とそれを支える木造技術の標準化、

木造設計を担える人材の育成、公共建築物などへの木材

利用の推進

・ 経営的・技術的に整合のとれた木質バイオマス利用の

仕組みづくりと着実な普及体制の整備、研究・技術開発

の推進等

・ 木材利用に係る環境貢献度の「見える化」などによる

国産材の信頼性の向上

３．制度面での改革、予算

（１）森林情報の整備、森林計画制度の見直し、経

営の集中化

（目的）

森林・林業の再生を確実なものとするための、制度面で

の改革、予算の検討。

（検討事項）

・ 森林の有する多面的機能の持続的発揮を確保するため

に必要な森林資源情報の的確な把握及び政策立案・評価

への積極的な活用

・ 森林計画により森林所有者等の適切な森林経営を誘導

するなどの取組の強化

・ 森林所有者等に対する、適切な森林経営の義務づけと

間伐等の森林整備を実施する上でのサポートのあり方に
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ついて一体的に検討

・ 木材生産と生物多様性保全などの公益的機能が調和し

た実効性ある森林計画とするための森林計画制度の見直

しについて検討

・ 「日本型フォレスター」の活用のあり方の検討

・ 意欲のある森林所有者等への経営の集中化の促進

・ 森林の境界確定の推進と集約化施業や路網整備に係る

同意取付の円滑化に向けたルールの検討

・ 施業の進まない森林に対するセーフティネット（公的

森林整備）のあり方の検討

（２）伐採・更新のルール整備
（目的）

森林資源の持続的かつ循環的な利用の確保。

（検討事項）

・ 大規模な皆伐の抑止や伐採跡地への植林の確保に必要

な仕組みの検討

（３）木材利用の拡大に向けた制度等の検討
（目的）

木材の確実な利用拡大。

（検討事項）

・ 公共建築物などにおける木材利用の義務化や石炭火力

発電所における石炭と木質燃料の混合利用に向けた枠組

みについて関係省庁と連携しつつ検討

（４）国有林の技術力を活かしたセーフティネット
（目的）

国民共通の財産である国有林の技術力の活用。

（検討事項）

・ 公益重視の管理経営のより一層の推進、民有林への指
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導やサポート、森林・林業政策への貢献を行うとともに、

そのために組織・事業の全てを一般会計に移行すること

を検討

（５）補助金・予算の見直し
（目的）

施策の目的の着実な達成に向けた所要の見直し。

（検討事項）

・ 現場の実情・要請などを踏まえた補助金の見直し・メ

ニューの簡素化

・ 制度面での改革と併せた予算の見直し

・ 路網・作業システムを普及するための補助要件見直し

Ⅳ．推進体制
農林水産大臣は、本プランを着実に推進するため、農林水

産省内に、農林水産大臣を本部長とする「森林・林業再生プ

ラン推進本部」を設置する。また、推進本部の下に、制度面、

実践面それぞれの具体的な対策の検討を行うための、外部の

有識者なども含めた検討委員会を立ち上げる。

なお、実施面における取組については、検討委員会の議論

を踏まえ、順次、対策を実行に移す。

また、制度面の検討については、森林・林業基本計画の見

直し（平成22年度末までを目途）に反映させるとともに、必

要な法制度の見直しについても検討する。

Ⅴ．主体別の果たす役割について
森林・林業の再生を図るためには、国、地方公共団体、森

林組合・林業事業体・森林所有者が、森林・林業基本法に示

されたそれぞれの役割を確認し、相互に連携して取組を進め

ることが重要である。



森林・林業再生プラン（イメージ図）
 強い林業の再生に向け、路網整備や人材育成など集中的に整備し、今後、１０年以内に外材に打ち勝つ国内林業の基盤を確立
 山元へ利益を還元するシステムを構築し、やる気のある森林所有者・林業事業体を育成するとともに、林業・木材産業を地域産業として再生
 木材の安定供給体制を構築し、外材からの需要を取り返して、強い木材産業を確立
 低炭素社会づくりに向け、我が国の社会構造を「コンクリート社会から木の社会」に転換

国産材の加工流通構造の改革
小規模、分散・多段階 → 大規模・効率的な国産材の加工・流通体制の整備

～ コンクリート社会から木の社会へ 木材自給率５０％ 低炭素社会の実現 ～

《木材の安定供給体制を構築し、儲かる林業を実現》

・在来工法住宅をはじめとした住宅の国産材
シェア（材積）を向上

・大工・工務店など、木造住宅・建築の担い手
に対する支援

・公共施設における木材利用の義務付けを検
討

・国産材への原料転換、間伐材などの製紙・バイ
オマス利用の推進

・関連研究・技術開発の推進

・石炭火力発電における石炭と間伐材の混合利
用の促進策を検討

・木材利用の多角化や新たな木質部材開発に
向けた研究･技術開発の推進

国産材住宅の推進 公共施設等への木材利用の推進 バイオマス利用の促進 新規需要の開拓

低コストで崩れにくい路網の普及
（平成22年度の事業実行に反映）

路網の作設オペレーター等の育成
（補正予算を活用した研修の実施）

計画的で適切な森林施業や林業経営を
支える｢日本型フォレスター制度｣の創設

計画的な施業による適切な森林管理へ
の誘導と安定的な木材供給の確保
（森林施業計画による伐採・更新のコントロール）

管理放棄地に対するセーフティネット体
制（公的森林整備）の確立

森林所有者への施業提案能力の強化等
による森林組合の改革と民間事業体の
育成強化

集約化・搬出間伐に向けた予算の集
中化
（平成22年度から推進）

集約化を進めるための人材育成
（平成23年までに施業プランナーを2100人育
成）

路網整備の徹底
今後１０年間でドイツ並みの路網密度を達成

施業可能な森林（人工林の2/3程度）について、低コスト作業
システムに必要な路網密度（車両系：100m/ha、架線系：30～50m/ha）
を今後１０年間で確保

 施業の集約化が促進（低コスト化）
 搬出間伐へ転換（資源の有効利用）
 国産材利用の課題解消（木材の安定供給）



森林･林業基本政策検討委員会 最終とりまとめ

森林･林業の再生に向けた改革の姿
（案）

平成22年11月

森林･林業基本政策検討委員会



森林･林業再生プラン実行プログラム（工程表）
Ｈ２３年度 Ｈ２４年度 Ｈ２５年度 １０年後（Ｈ３２年度）５年後（Ｈ２７年度）

●ＰＤＣＡ 毎年、実施状況の評価・検証を実施

（別表）

森林法改正法案

１．森林計画

① 国 （次期通常国会）

改正法の施行
レ

●ＰＤＣＡ 毎年、実施状況の評価 検証を実施
○木材自給率

50%以上

森林･林業基本計
画と全国森林計画
の一体的策定

新しい計画の始期
・皆伐や更新の考え方・基準の明確化
・生物多様性の保全

レ
ビ
ュ
ー
の
実

・伐採や更新の考え方･基準の策定

地域主導 森林 分制度 創

地域森林計画の一
斉変更又は樹立

○全ての民
有林で施業

が

実
施

森
林

地域森林計画
の樹立

地域森林計画
の樹立

・地域主導の森林の区分制度の創
設

② 都道府県
地域森林計画
の樹立

市町村森林整備計画
の一斉変更又は樹立

集約化が進
み、持続的
な森林経営
と計画的な
施業が定着

･

林
業
基
本
計
画
及

（准）フォレスターによる支援

市町村森林整
備計画の樹立

市町村森林整
備計画の樹立

③ 市町村

市町村森林整
備計画の樹立

施業が定着

○造林未済
地の解消森林経営計画（仮称）の認定開始

（移行期間内に森林施業計画から順次移行）

及
び
全
国
森
林
計

④ 森林所有者等

森林施業プランナーによる集約化・合意形成の推進、Ｈ２４年度からは森林施業プランナーが中心となって森林経営計画（仮称）を作成

森林管理・環境保全直接支払制度の創設

（移行期間内 森林施業計画 ら順次移行）
画
の
達
成
状
況

特定受託者（仮称）による集約化、間伐が必要な森林における施業代行

伐採・更新ルールを定め、遵守しない場合は、行政命令を発出

２．適切な森林施業

助成対象を森林経営計 標準工程の見直し
森林管理 環境保全直接支払制度の創設
間伐は集約化した搬出間伐に助成を限定

公益的機能発揮を確保するため公的主体による多様な森林の整備を推進

里山等の森林経営計画（仮称）の対象森林に取り込み計画的な利用を確保

助成対象を森林経営計
画の作成者に一本化

標準工程の見直し



３．低コスト化

Ｈ２４年度 Ｈ２５年度Ｈ２３年度

森林･林業再生プラン実行プログラム（工程表）
１０年後（Ｈ３２年度）５年後（Ｈ２７年度）

① 施業集約化の推進

② 路網基準や整備方針 明確化

施業集約化への支援に係る事業制度や単価の見直しを図りつつ、施業集約化を推進

民有林･国有林が一体となった森林共同施業団地の設定を推進

森林管理・環境保全直接支払制度（ソフト）の創設

○路網整備、集約

化の推進により、
低 作業② 路網基準や整備方針の明確化

③ 路網開設等に必要な人材の育成や路網整備の加速化に向けた支援

路網開設に必要な人材を確保・育成 （～Ｈ２５年度まで５千人）

「林業専用道作設指針」、「森林作業道作設指針」
の普及

技術的知見を収集・蓄積及び「指針」を点検･見直し

低コスト作業シス
テムが確立

○コストの低減と

間伐収入とが相
ま て補助なしで

④ 機械化の推進等

路網開設 必要 材を確保 育成 （ 年度 千 ）

レ
ビ

「林業専用道作設指針」、「森林作業道作設指針」に基づき、路網整備を加速化

路網整備と併せた合理的な林業機械作業システムの普及
合理的な林業機械作業システム

の指針作成

まって補助なしで
も間伐が可能

① 持続的な森林経営を担う森林組合改革、林業事業体の育成

系統や都道府県の意見を聞きながら、本業優先の判断

森林組合は、系統運動方針に基づき、施業集約化、合意形成、森林経営計画（仮称）の作成を最優先の業務として取組を推進

本業優先のルール・仕組

ビ
ュ
ー
の
実
施

○森林組合員の所
有森林で森林経
営計画（仮称）

４．林業事業体の育成

実行を重ねることで、本業優先の具体の判断基準を

流域や市町村を単位とした将来事業量を明確にする仕組みの導入
林業事業体の人事管理マニュアル チェックリス

系統や都道府県の意見を聞きながら、本業優先の判断
に当たってのガイドライン・基準を作成

森林組合会計の見直し・情報公開を系統において周知・
普及

見直し後の会計仕組みによる会計事務の導入、情報公開を推進

本業優先のル ル 仕組
みの導入 施

営計画（仮称）
１００％樹立

○施業集約化を主
体とした森林組合
の体制の確立

○林業事業体での

実行を重ねることで、本業優先の具体の判断基準を
より明確化

林業事業体の人事管理マニュアル、チェックリス
トの作成、配布

② イコールフッティングの確保
ア．施業集約化に向けた合意形成・計画づくりの段階でのイコールフッティングの確保

都道府県や市町村による、集約化に必要となる森林簿やその他の情報の提供を促進

人事管理体制の
確立、現場技術
者・技能者の待
遇改善

○集約化に必要な
情報の蓄積

イ．計画に従った事業実行段階でのイコールフッティングの確保

事業実行者の選択結果や理由の透明性を確保し、森林所有者等
への説明責任を果たす仕組みの具体策の検討

林業事業体の登録・評価の仕組みの具体策の検討

事業実行者の選択結果や理由の透明性を確保し、森林所有者等への説明責任を
果たす仕組みの導入

林業事業体の登録・評価の仕組みの導入

情報の蓄積

○事業実行の効率
化、透明化の浸
透



５．国産材の加工･流通・利用

Ｈ２４年度 Ｈ２５年度Ｈ２３年度

森林･林業再生プラン実行プログラム（工程表）
１０年後（Ｈ３２年度）５年後（Ｈ２７年度）

① 質・量ともに輸入材に対抗できる効率的な加工・流通体制の整備

国産材の加 流通 利用

中間土場などのストックヤード機能（集積・仕分け）や大型トレー

物流拠点間のネットワーク等による大口需要に対応できる安定
供給体制の構築

・フォレスター、施業プランナーなどとの連携強化

中間土場などのストックヤ ド機能（集積 仕分け）や大型トレ
ラーを活用した原木流通の低コスト化・効率化

乾燥材、ＪＡＳ製品など品質、性能の確かな製品をハウスメー
カー等の大口需要者へ安定的に供給できる加工体制の構築

国産材利用拡大に向けた製材品、集成材、合板などに関する技術開発・普及

○競争力の高い加
工･流通体制の
確保

・森林経営計画(仮称)の策定などによる供給量増加に対
応した加工・流通体制の一層の強化（協定の締結等）

国産材利用拡大に向けた製材品、集成材、合板などに関する技術開発 普及

間伐材をはじめとする国産材チップの供給体制の整備 ○国民生活の
様々な分野で木
材利用が拡大レ

ビ
民有林・国有林の連携強化による国産材の安定供給体制を構築

間伐材・広葉樹材チップの供給拡大

② 木材利用の拡大

地域の製材工場と工務店の連携による住宅づくり、耐火部材等の製品開発・普及、土木用資材・生活用品等への国産材利用を推進

○エネルギー利用
等木質バイオマ
ス利用の定着

ビ
ュ
ー
の
実
施

公共建築物木材利用促進法に基づき、国が率先して公共建築物における木材利用の推進
都道府県、市町村に同法に基づく方針作成の働きかけ、公共建築物における地域材利用への支援

再生可能エネルギー全量買取制度導入に向け、
木質バイオマス利用促進方策の構築

再生可能エネルギーの全量買取制度による木質バイオマス利用の促進

木質バイオマス等、木材の利用拡大のため新たな用途の研究･技術開発を推進

○国産材の需要
量(試算）

・製材 →2,180万m3
合板 → 590万 3

施

戦略的な木材輸出の推進や情報収集・宣伝普及体制の強化

③ 消費者等の理解の醸成

環境貢献度 評価 表示手法 開発等を推進

文部科学省と連携しつつ、消費者や青少年等に対する森林環境教育や木育を推進

国産材の環境貢献度の「見える化 に いて 環境貢献度の試行 実証を推進

・合板 →   590万m3
・チップ→1,460万m3

環境貢献度の評価・表示手法の開発等を推進

違法伐採対策として、木材のトレーサビリティを確
保する仕組みを構築.

国産材の環境貢献度の「見える化」について、環境貢献度の試行・実証を推進

ＮＰＯ等のネットワーク化を図りつつ、国産材の実需に結びつけていく「木づかい運動」を展開

本格実施



６．人材育成

Ｈ２４年度 Ｈ２５年度Ｈ２３年度

森林･林業再生プラン実行プログラム（工程表）
１０年後（Ｈ３２年度）５年後（Ｈ２７年度）

①フォレスター制度の創設

資格試験 実施

○市町村の行政を
サポートするフォレ
スタ 施業集約

フォレスターの研修
フォレスター育成の研修・

実務経験
フォレスター育成の研修・

実務経験
フォレスター育成の研修・

実務経験

都道府県、国の職員を准フォレスターとして活用（1.5～2千人を研修により確保）

フォレスター育成の研修・実務経験

・資格試験の実施
・フォレスターの認定開始

・市町村森林整備計画の策定
市町村行政への支援 ・森林経営計画（仮称）の認定（Ｈ２４年度～）

・森林施業プランナーへの指導･助言

スター、施業集約
化と森林経営計画
（仮称）の作成を担
う森林施業プラン
ナー、森林作業道
の作設を担うオペ

資格試験の検討

H23年度までに基礎的な研修を受講
した者を約2千人育成

②森林施業プランナーの育成･能力向上

森林施業プランナーの育成・能力向上（組織としての集約化施業の実践力アップを図るステップアップ研修の実施等）

フォレスターと森林施業プランナーの連携
設 う

レーター、川上の
供給と川下の需要
をコーディネートす
る人材等、林業再
生に必要な人的資
源が充実

レ
ビ

森林施業プランナーを認定する仕組みの導入、認定開始

森林施業プランナーが中心となって森林経営計画（仮称）を作成

③現場の技術者・技能者の育成

丈夫で簡易な林業専用道の作設に必要な設計者 監督者の育成

丈夫で簡易な森林作業道の作設に必要な森林作業道作設オペレーターの育成

源が充実

○フォレスター
２～３千人

○森林施業プラン
ナ

ビ
ュ
ー
の
実

森林施業プランナーによる集約化・合意形成の推進

～Ｈ２５年度
までに５千人丈夫で簡易な林業専用道の作設に必要な設計者･監督者の育成

林業事業体の人事管理マニ アル チ ク

段階的・体系的な
研修、業務経験

ナー
約２千人

○森林作業道作設
オペレーター等
約５千人

施

フォレストマネージャー（統括現場管理責任者）等の登録・認定の実施

までに 千人

段階的・体系的な
研修、業務経験

段階的・体系的な
研修、業務経験

段階的・体系的な
研修、業務経験

フォレストマネージャー
（統括現場管理責任者）
等の登録・認定制度の

創設

④木材の加工･流通･利用分野における人材育成

林業事業体の人事管理マニュアル、チェック
リストの作成、配布

素材流通に関するコーディネートを担う人材の育成

木造住宅や大規模木造建築の設計者など木造建築に関わる人材の育成

約 千人

○フォレストマネー
ジャー（統括現場
管理責任者）等
約５千人

⑤人材育成体制の構築

木造住宅や大規模木造建築の設計者など木造建築に関わる人材の育成

国、地方公共団体、大学等が連携して人材育成体制構築

国有林のフィールド、技術を活用
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